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……………………………… １ 開 会 ……………………………

（都市計画課長）

定刻となりましたので，始めさせていただきたいと思います。

函館市都市建設部都市計画課長の宿村でございます。どうぞよろしくお願

いいたします。

本日の審議会につきましては，令和４年７月３１日をもって委員の任期が

終了し，新たな委員の選任後の第１回目の会議となっておりますので，会長

選出までの間，私が司会進行を努めさせていただきます。

どうぞよろしくお願いいたします。

着座にて進行させていただきます。

本日は，新型コロナウイルス感染対策として，室内の換気やマイクの消毒

などを行ってまいりますが，皆様方におかれましても会議中のマスクの着用

や会議時間の短縮等にご協力をよろしくお願いいたします。

次に，函館市都市計画審議会におきましては，函館市都市計画審議会の公

開に係る要領によって，公開にあたってのルールを定めておりまして，その

中で，写真，ビデオ等の撮影，録音などは禁止することとしております。

このことにつきましては，会場の入口に掲示し，周知をしているところで

ございますが，本日は傍聴並びに報道関係の方がいらっしゃっていないので，

審議前の撮影時間は無しで進めさせていただきたいと思います。

（都市計画課長）

次に，議事に入ります前に，審議会成立の要件を確認したいと思います。

本日は，委員１５名のうち１２名に出席いただいております。

よって，函館市都市計画審議会条例第５条第３項，委員の半数以上の出席

の要件を満たし，本審議会が成立していることをご報告いたします。

では，早速ではございますが，ただ今から，令和４年第２回函館市都市計

画審議会を開会いたします。
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……………………… (3) 議事録作成の告知 ………………………

（都市計画課長）

はじめに，本審議会の議事録の作成について告知いたします。

本審議会におきましては，函館市都市計画審議会の公開に係る要領に基づ

き，議事録を作成しております。

本審議会の議事録は，議論の内容が明確となるよう，逐語で作成している

ところです。

議事録の作成方法につきましては，まず，事務局で案を作成した後，審議

会会長と，出席委員の中から，会長が指名する議事録署名人２名の委員の計

３名に，会議内容と相違ないことの確認を受けた後，署名と捺印をもらいこ

れをもって完成としております。

また，３名の署名をもって完成した議事録については，発言者の氏名を表

示せず「委員Ａ，委員Ｂ，委員Ｃ」と書き換えたものを，函館市のホームペ

ージで公開しております。

本日の２名の議事録署名人につきましては，後ほど，審議会会長が指名す

ることとなりますのでよろしくお願いします。

（都市計画課長）

次に，このたびは，あらたな委員の選任後の最初の審議会でございますの

で，都市建設部長からご挨拶申し上げるところですが，本日所要により不在

ですので，部長に代わり都市建設部次長の山内よりご挨拶申し上げます。

［都市建設部次長挨拶］

（都市計画課長）

次に，本来であれば，ご就任いただきました委員の方々を，ご紹介させて

いただくところですが，新型コロナウイルス感染対策としての会議時間の短

縮を考慮し，お手元の委員名簿を確認していただくことで，ご紹介を割愛さ

せていただきたいと思います。

皆様，どうぞよろしくお願いいたします。
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（都市計画課長）

次に，審議会会長の選出でございますが，函館市都市計画審議会条例第４

条第１項の審議会に会長を置き，学識経験のある者につき委嘱された委員の

うちから委員の選挙により定めるとの規定に基づき，本審議会の会長を定め

たいと思います。

まず会長の選挙の方法でございますが，委員の皆様からどなたか適任と思

われる方をご推薦いただき，その方を会長とすることついて，皆様のご意見

をお伺いするという方法をもって選出することにしたいと思いますが，委員

の皆様いかがでございますでしょうか。

（委 員）

異議なし

（都市計画課長）

ありがとうございます。

それでは委員の皆様からどなたか，適任と思われる方をご推薦いただけま

せんでしょうか。

［委員が会長を互選］

［会長挨拶，職務代理者の指名］

［会長が議事録署名人を指名］
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…………………………… ２ 議 事 …………………………

………………………… 意見聴取事項 …………………………

（会長）

それでは，議事に入ることといたします。

本日の議事は，令和４年１２月９日付けで，函館市長から，当審議会に意

見聴取をする議題１件でございます。

議題は，函館市立地適正化計画の５年目の検証についてでございまして，

本審議会へ意見聴取されるものでございます。

それでは，議題の説明について，市からお願いします。

（都市計画課長）

それでは説明させていただきたいと思います。

議題の１ページをお開き願います。議題１の函館市立地適正化計画の５年

目検証についてご説明をさせていただきます。

詳細につきましては都市計画課の小林よりご説明いたします。

（都市計画課主査）

函館市都市建設部都市計画課小林と申します。

よろしくお願いいたします。

では，私の方から本日の議題であります，函館市立地適正化計画の５年目

検証中間報告について，ご説明申し上げます。

着席にて，説明させていただきます。

お手元には，１ページから６ページまでのＡ３横の資料をお配りしていま

すが，その内容につきまして，スクリーンを使って説明させていただきます。

それでは，スクリーンをご覧ください。

まずはじめに，立地適正化計画の生い立ちから説明させていただきます。

本市の市街地は，函館山のふもと地域から発祥し，高度経済成長期頃まで

の人口増加や，核家族化による世帯数の増加，車社会の進展などを背景に，

３方を海に囲まれた地形に沿って，拡大してきたところですが，今後は，人
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口減少と少子高齢化が急速に進行していき，約２０年後の２０４０年には，

本市の人口は１７万５千人にまで減少するものと予測されておりまして，同

じく約２０年後の２０４０年には，本市の市街化区域の人口密度は，１ヘク

タールあたり５２人から，市街化区域の人口密度の基準であります１ヘクタ

ールあたり４０人を下回る，３２人にまで減少するものと予測されています。

このように，拡大した市街地のまま人口が減少していき，人口密度が低下

すると，これまで人口密度に支えられてきた，医療，福祉，子育て支援，商

業，公共交通といった，市民生活に必要な都市機能の維持が困難になってい

きます。

こうした状況が，全国的な課題となっていることを踏まえ，平成２６年に，

国が都市再生特別措置法を改正し，一定のエリアに居住機能と都市機能を集

約して，人口密度の維持を図り，人口減少や少子高齢化が進む中にあっても，

市民生活に必要な都市機能を効率的かつ継続的に確保・提供していくことの

できる，コンパクトなまちづくりを具体的に進めるための制度であります

「立地適正化計画制度」が創設されたところであり，本市におきましても，

平成３０年３月に函館市立地適正化計画を策定したところであります。

次に，平成３０年３月に策定しました函館市立地適正化計画の概要につい

て，ご説明させていただきます。

本計画は，計画期間を令和１２年までとしておりまして，目指す都市像を，

将来にわたって豊かで快適な歩いて暮らせるコンパクトなまちとし，施策の

方向性として，効率的で持続可能なまちづくりの推進，公共施設等の総合的

かつ計画的な管理の推進，将来にわたって持続可能な公共交通網の構築の３

つを掲げております。

具体的には，地図に青色で示しております居住を誘導して人口密度の維持

を図るエリアである居住誘導区域を，産業道路沿道から南側の区域に設定し，

地図に赤色で示しております都市機能の維持・誘導を図るエリアである都市

機能誘導区域を，既に各種都市機能が集積し，公共交通ネットワークが確立

している中心市街地地区，美原地区，湯川地区，十字街地区に設定している

ほか，行政窓口や中・大規模病院など，それぞれの都市機能誘導区域ごとに

必要な施設を，誘導施設として設定しているところであります。
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次に，計画の５年目検証の必要性についてですが，本計画では，計画の着

実な推進のため，本計画で掲げた施策や人口密度の状況について，概ね５年

毎に実施される都市計画基礎調査や国勢調査などの調査結果を活用しながら

定期的に検証し，必要に応じて計画の見直しを図るものとしており，また，

本計画の根拠法である都市再生特別措置法においても，同様の定めがありま

すことから，今回，検証を実施するもとなっています。

続きまして，本計画に掲げる施策の実施状況についてですが，本計画に掲

げる施策は，まず，青色で示しています居住を誘導し人口密度の維持を図る

ための施策であります居住誘導施策６項目と，赤色で示している都市機能の

維持・誘導を図るための施策であります都市機能誘導施策を６項目，白枠で

示しています持続可能な公共交通網を構築するための施策であります公共交

通ネットワークに関する施策大きく４項目の３本柱で構成されておりまして，

次のスライドからは，これら各施策の実施状況について，主要な部分をピッ

クアップして説明をさせていただきたいと思います。

なお，立地適正化計画における公共交通ネットワークに関する施策につき

ましては，市の企画部が別途策定しています，函館市地域公共交通網形成計

画の施策と同じとするとしておりますことから，同計画に掲げる施策の実施

状況について順を追って説明させていただきます。

それでは，まずはじめに，居住誘導施策の①，函館山山麓地域おける住宅

市街地の再生ですが，これは，現在進められている西部地区再整備事業に係

る取組が居住の受け皿となりますことから，居住誘導施策として位置付けて

いるものであり，現在，住宅市街地への再整備に向けた調査等が進められお

り，今後，具体的な整備手法の検討がなされる予定となっているほか，西小

・中学校跡地では，道営住宅の整備に向け協議が進められているところとな

っています。

次に，居住誘導施策の②の公的不動産の有効活用による宅地・住宅の供給

促進ですが，平成３１年３月に廃校しました高盛小学校跡地においては，民

間事業者による宅地分譲がなされており，また，平成２８年３月に廃校しま

した大川中学校跡地においては，市営住宅の統合整備と，民間賃貸住宅の供

給がなされているところであり，一定のまとまった戸数の宅地・住宅の供給
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により，居住誘導が図られている状況となっています。

続きまして，居住誘導施策の③空家の利活用の促進ですが，外壁の塗装工

事などの簡易な改修工事などにも対応した，補助率の高い新たな空家等改修

支援補助金制度が令和３年度に創設されたところであり，空家の再利用に係

るインセンティブとなっているほか，令和４年７月に不動産協会と協定を結

び，不動産協会と連携して，空地・空家の売却・賃貸希望者へ不動産業者を

紹介する取組を実施したところであり，空家の利活用の促進が期待されると

ころとなっていります。

続きまして，居住誘導施策の④の街なかへの居住促進ですが，子育て世帯

向けの家賃補助事業でありますヤングファミリー住まいりんぐ支援事業が居

住誘導区域内において継続実施されており，令和４年度には，函館駅前・大

門地区において住宅を取得して居住する方に２００万円を補助するまちなか

住宅建築取得費補助金制度を新たに創設したほか，独立行政法人住宅金融支

援機構と連携した住宅ローンの金利引き下げや，高砂通と東雲広路の整備，

店舗改修費への補助，住宅の取得費への補助などを一体的に行い，街なかの

回遊性・滞在環境・住環境の向上と賑わいの創出を図り，都市機能の集積と

街なか居住を促進する都市構造再編集中支援事業を令和４年度から開始して

いるところでありまして，街なかへの居住促進が具体的に進められていると

ころとなっておりますが，街なかへ居住を誘導するためには，空家の建替え

や，跡地の活用が重要となってきますことから，後ほど説明します居住誘導

施策の⑥土地・不動産の流通円滑化の支援と連携を図りながら，効果的に進

めていく必要があるものと考えております。

続きまして，居住誘導施策の⑤の美しい町並みの形成によるまちの魅力向

上ですが，景観まちづくり刷新支援事業による道路の美装化や，先程触れま

した都市構造再編集中支援事業による高砂通と東雲広路の整備など，各種事

業により，まちの魅力の向上が図られているとから，これらが居住誘導にあ

たってのインセンティブとなることが期待されるところとなっております。

居住誘導施策の最後となります，⑥の土地・不動産の流通円滑化の支援で

すが，居住誘導施策③の空家の利活用の促進においても触れましたが，不動

産協会と連携して，空地・空家の売却・賃貸希望者へ不動産業者を紹介する
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取組を実施したところでありまして，不動産の流通円滑化に係る一定の取組

が進められている状況となっています。

続きまして，次から都市機能誘導施策に移ります。

まず，①の民間事業者による誘導施設の整備に対する支援ですが，市は，

民間事業者が誘導施設を整備しようとする際には，国の支援制度等の周知や

活用に係る支援をするものとしており，函館市医師会による五稜中学校跡地

での医療拠点整備計画に際して，国の支援制度等の活用について検討したと

ころですが，要件が合わず活用には至りませんでした。

その他，現在までに，民間事業者による誘導施設の具体的な整備計画はあ

りませんが，今後とも，民間間事業者による誘導施設整備の動向について情

報収集を図り，誘導施設整備の計画がある際には，個別のケースに応じた支

援の検討をしていく必要があるものと考えております。

次に，都市機能誘導施策の②公共施設の統合等による誘導施設の整備の推

進ですが，美原地区において，老朽化した５つの公共施設が統合され，新た

な誘導施設として亀田交流プラザが整備されたほか，棒二森屋跡地において

も，新たな公共施設の整備が検討されており，一定の取組がなされていると

ころとなっております。

続きまして，都市機能誘導施策の③都市機能集積の基盤となる市街地整備

の推進ですが，キラリスやシエスタなど，立地適正化計画の策定以前から，

民間事業者による市街地再開発事業等が進められてきたところであり，今後，

棒二森屋跡地において，２街区を一体利用した市街地再開発事業が予定され

ているほか，国道２７８号・２７９号では，無電柱化に係る電線共同溝整備

が進められており，また，令和５年度からは，都市構造再編集中支援事業に

よる高砂通の整備も予定されているなど，都市機能集積の基盤となる市街地

整備が順次進められている状況となっております。

次に，都市機能誘導施策の④公的不動産の有効活用による誘導施設の整備

の促進ですが，平成２８年３月に閉校しました五稜中学校跡地において，函

館市医師会により，新たな誘導施設である健診検査センター，医療系専門学

校の整備がなされおり，まちづくりに資する公的不動産の有効活用が図られ

たほか，平成３１年３月に閉校しました千代ヶ岱小学校跡地においては，誘
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導施設の立地にまでは至らなかったものの，都市機能の増進に資する生活

利便施設が立地したところとなっております。

続きまして，都市機能誘導施策の⑤中心市街地活性化事業の推進ですが，

居住誘導施策の④の街なかへの居住促進においてご説明させていただきまし

た都市構造再編集中支援事業を，令和４年度から，函館駅前・大門地区にお

いて進めているほか，同じく令和４年度に，商店街等空き店舗活用モデル事

業補助金制度が創設されたところであり，中心市街地の活性化に係る具体的

な取組が進められているところとなっています。

次に，都市機能誘導施策の最後となります⑥の土地・不動産の流通円滑化

の支援ですが，こちらは居住誘導施策の⑥と同じ施策となっておりますこと

から，説明は省略させていただきます。

続きまして，公共交通ネットワークに関する施策に移ります。

１つ目の項目であります（１）交通結節機能とサービスレベルの向上によ

る効率的で持続可能な交通ネットワークの構築では，アからクまでの施策を

掲げておりまして，主だってはアのバス路線網の再編として，再編実施計画

の策定と新系統番号の導入がなされたところであり，美原エリアゾーンバス

につきましては，令和４年４月から運行が開始されております。また，イの

交通結節機能の強化として，亀田支所前のバス乗降場の整備・供用開始がな

されたところであり，ウの乗継ぎ利便性の向上として，平成２９年からＩＣ

カードシステムの導入がなされております。

その他，主だった施策としましては，（３）の交通機関相互の連携強化と

して，ＩＣカードシステムの導入がなされたことによって，路線バスと鉄道，

市電との連携が図られ，利便性の向上が図られています。

以上，立地適正化計画に基づく施策の実施状況についてご説明いたしまし

たが，これら施策の実施状況の全体考察としまして，まず，居住誘導施策・

都市機能誘導施策については，居住誘導に係る６施策，都市機能誘導に係る

５施策に着手済であり，特に令和４年度からは，居住誘導を図るための具体

的な施策であります都市構造再編集中支援事業が，函館駅前・大門地区にお

いて実施されており，その効果が期待されるところとなっております。

次に，公共交通ネットワークに関する施策では，公共交通に係る１３項目
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２４の実施施策のうち，１３項目２０の施策に着手済となっていますが，バ

スレーンの導入，公共車両優先システムの導入，デマンド方式の導入，マッ

プの作成については未実施であり，今後，現状分析等を行い，公共交通維持

に向けた施策の見直しを検討する必要があるものとなっています。

続きまして，本計画に掲げる目標値の達成状況について，ご説明いたしま

す。

まずはじめに，居住誘導に関する目標値ですが，評価指標として居住誘導

区域内の人口密度を掲げており，現状では１ヘクタールあたり５６人の人口

密度があるところを，人口減少は進みつつも計画終了年の２０３０年時点に

おいては，市街化区域の人口密度の基準である１ヘクタールあたり４０人を

上回る，１ヘクタールあたり４５人の人口密度は維持したいということで，

目標設定をしているところですが，２０２０年に実施された国勢調査の結果

が出ましたことから，その数値を用いて目標年の人口密度を再推計した結果，

１ヘクタールあたり４７人となり，当初予測していたよりも緩やかに人口が

減少している状況となっております。

従いまして，現状のまま推移した場合には，目標値を達成できるものとな

っていますが，今後とも人口減少が続くことから，引き続きその推移を注視

していく必要があると考えています。

次に，都市機能誘導に関する目標値ですが，評価指標として，都市機能誘

導区域内における誘導施設の立地割合を掲げており，都市機能誘導区域であ

る中心市街地地区，美原地区，湯川地区，十字街地区の４地区において，計

３５種類の誘導施設を設定しているところ，計画策定時においては，３１種

類の誘導施設が立地しており，その立地割合は３５分の３１で，８８．６％

となっていたところですが，計画策定後，美原地区において新たな誘導施設

である亀田交流プラザがオープンしましたことから，誘導施設の立地割合が

３５分の３２となり，９１．４％と２．８ポイント上昇したところですが，

目標値については１００％と設定しているところであり，その達成のために

は，誘導施設の立地が少ない十字街地区において，新たな誘導施設の立地が

必要となっています。

次に，公共交通ネットワークに関する目標値ですが，立地適正化計画にお
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ける公共交通ネットワークに関する目標値につきましては，施策と同様に，

市の企画部が別途策定しています函館市地域公共交通網形成計画の施策と同

じとしておりますことから，同計画で設定しています指標の達成状況につい

て順に説明させていただきます。

まず，指標１ですが，人口の減少率よりも路線バス利用者数の減少率を低

く抑えることを目標としており，新型コロナウイルス感染症の影響がほとん

どなかった２０１９年までは順調に推移していたところですが，２０２０年

は感染拡大に伴い利用者数が激減したため，２０１０年と比較し大きく減少

している状況となっておりますことから，地域公共交通網形成計画で設定し

た施策を着実に推進していく必要があると考えております。

次に，指標２では，乗り合いバス事業の事業収支率の改善を目標としてお

りますが，基準年とした２０１４年以降減少傾向とはなっていましたが，

２０２０年は新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う移動需要の減少に

より激減しており，アフターコロナに対応しつつ更なる効率化を図る必要が

あるものと考えております。

次に，指標３では，整備後の交通拠点利用者数の増加を目標としておりま

すが，２０２１年４月に交通拠点整備が完了した美原地区では目標を達成し

ており，ゾーンバスシステムの導入やバス停の集約が進むことで，更に乗り

継ぎ利便性が向上し，利用者の増加に繋がることが期待されるところとなっ

ております。

一方で，ゾーンバスの導入による効果が期待されないとして拠点整備を見

送ることとなった五稜郭および湯川地区においては利用者が減少しており，

今後の利用者の動向を注視していく必要があると考えております。

次に，指標４では，乗車カード利用率の向上を目標としておりますが，

２０１７年３月から交通系ＩＣカードのイカすニモカの運用が始まった結果，

基準年とした２０１４年の磁気カード利用率と比較し，２０２０年のＩＣカ

ード利用率は７８．９％と大幅に増加したところとなっています。

続いて，指標５と６ですが，こちらは利用者の満足度の向上を目標に設定

し，市民アンケートによってこれを計ろうとしていたものでありますが，新

型コロナウイルス感染症の影響などにより社会情勢が大きく変化しており，
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従来からの考え方も見直す必要がありますことから，現段階で市民アンケー

トは未実施となっており，この指標につきましては，長期的な計画の見直し

のなかで別途評価・整理していくものとしております。

最後に，指標８では，出前講座，ノーマイカーデー，イベントの実施回数

を目標値としておりますが，２０２０年は，新型コロナウイルス感染症の感

染拡大防止の観点から，ほとんどの行事等が中止となりましたが，過度に自

動車に頼る暮らしから，多様な交通手段を利用する暮らしへの転換のきっか

けとなるよう，引き続き出前講座やイベント等の実施を促す必要があるもの

と考えています。

続きまして，立地適正化計画に基づく届出の実績についてです。

立地適正化計画を策定した場合，行為に応じて３種類の届出義務が発生し，

まず，居住誘導区域外において３戸以上の住宅の開発行為等をする際に出さ

なければならない届出ですが，平成３０年度から令和３年度の間における戸

建て住宅用地の開発行為については，全市で２２４区画なされており，その

うちの２０２区画，９０％が居住誘導区域外において行われましたが，全市

の戸建て住宅の建築確認件数は２，７４４戸ありますことから，全市的な割

合としては７％に留まるものであり，居住誘導区域外において著しく開発行

為が進んでいる状況とはなっておりません。

また，都市機能誘導区域外において誘導施設を建築する際も届出が必要と

なりますが，計画策定時から現在までにおいてその実績はなく，都市機能誘

導区域外において新たな誘導施設が立地しているという状況は発生していま

せん。

次に，都市機能誘導区域内において誘導施設を休廃止する際の届出ですが，

これまで，大規模集客施設でありました棒二森屋の廃止に伴う届出が１件あ

りましたが，その他の実績はなく，計画策定時から立地している誘導施設に

ついては，概ね維持されている状況となっております。

最後に，今後の進め方ですが，人口，高齢化率，医療・福祉・商業施設の

立地状況や，公共交通等に係る都市構造の変化を確認するとともに，計画全

体を再考察しまして，計画の見直しを要する箇所等を整理したうえで，令和

４年度末には，この５年目検証の作業を完了させ，改めて当審議会にご報告
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し，ご意見をいただきたいと考えております。

その後の，令和５年度には，この５年目検証を踏まえた実際の計画改定を

行うほか，居住と都市機能を誘導するにあたり必要となる都市の防災機能の

確保に関する指針であります防災指針を策定しまして，本計画に位置づけた

いと考えております。

以上，議題の函館市立地適正化計画の５年目検証の中間報告についてご説

明申し上げました。

よろしくお願いいたします。

（会長）

ただ今，市から函館市立地適正化計画の５年目の検証について説明があり

ました。

この件について，ご質問やご意見はございませんでしょうか。

委員Ａ。

（委員Ａ）

ありがとうございます。

私３点あります。

１ページのですね，全体考察の中で，評価指標，都市機能誘導区域内にお

ける誘導施設の立地割合のところで，十字街地区における新たな誘導施設の

立地が必要となっているということできちっと示しておりますが，ページ４

ページに行きますと，４ページのところでは，女性センターですね，十字街

地区に立地する女性センター，この立地適正化計画では，学校跡地を利用し

たところを検討というふうに書いているんですが。

ということは凌雲中学校跡地になんだろうかなというふうにして考えられ

ます。そして，また，棒二跡地の公共施設への集約させるということは，立

地適正化地区内の移動とは言えず，十字街地区への誘導施設を逆に減らして

しまうのでないか。

結局，女性センターを十字街に置くんじゃなくて，違う地域に置くを言う

ことは矛盾ではないかということで，まず第１点。
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第２点目は，２ページの①の函館山山麓地域における住宅街の再生のとこ

ろでも，学校跡地等を活用した良質な住宅の供給促進てありますね，ここの

西小・中学校跡地へのこの道営住宅の整備に向けて協議が進められています

が，同じこの弥生町に道営ともえ団地がありまして，それは廃止されました。

このともえ団地は７階建てで７７戸規模でしたけれども，この跡地に西小

・中学校の跡地に計画されているこの道営住宅はどのような規模の内容なの

か，お願いしたいと思います。そして函館市と北海道との間では，この西小

・中学校跡地を道営ともえ団地の土地と交換したと聞いていますが，このと

もえ団地の跡地を今度は住宅地として再生する計画はあるでしょうか。この

３点についてお願いします。

（都市計画課主査）

まず，一番始めの青年センターと女性センターを，学校跡地を活用した青

年センター・女性センターとの統合整備の検討ということですね，こちらは，

計画策定当時，平成３０年当時ですね，こういった検討がなされて，新聞報

道もあったんですけれども，青年センターと女性センターの機能が似ている

ものですから，統合整備を凌雲中跡地で検討しているということでですね，

あったんですけれども，今現在はその検討と言うのは一旦白紙になりまして，

今，棒二跡地についてもですね，周辺公共施設の統合と言うことでですね，

検討がなされている途中ですので，この計画書に書かれていることが，一旦，

ちょっと古いような施策になっていますので，計画見直しの際はちょっとこ

の記載のこの施策については見直しが必要なものと考えています。

誘導施設が統合することで減ることについて，矛盾があるのではないかと

言うことなんですけど，その辺も含めまして，経済部がメインですけども，

公共施設のあり方というのは慎重にですね，経済部の方で言っていますので，

今後のその後の検討の中で整理されていくものと考えています。

次２番目の西部地区の再整備の一環としまして，西小・中跡地での道営住

宅についてですね，道と協議がされているということなんですけども，まず，

規模としましては，他の道営住宅の再編の関係もあるものですけれども，約

３０戸程度を目安にですね，道の方で検討が進められていると聞いています。
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３番目のともえ団地のですね，跡地について住宅地として活用する可能性

があるかどうかというところなんですけども，今，同じ都市建設部のまちづ

くり景観課の方でここのともえ団地と西小・中跡地の道営住宅が建つところ

以外の部分についての利活用についてサウンディング調査をしておりまして，

７社程度応募があったと聞いています。

来年の２月にはその結果がですね，公表されることとなっていますので，

その辺について，もしサウンディングの中でそういう提案があればそういう

ことも考えられるかなと考えております。

（委員Ａ）

わかりました。最後のところなんですが，これは７社があって，それは，

まだ決まってはいないということですか。計画が。

（都市計画課主査）

そうですね。今７社から提案を受けているというような状況です。

どういう活用をするというのは，７社程度がですね提案しているという状

況になっています。

（委員Ａ）

わかりました。７社が来年２月に。

今，私が言った市営住宅の考え方もひょっとしたらあるということも。

（都市計画課主査）

ちょっとその辺は自由にですね，民間さんが考えることではあるんですけ

ど，もしかしたらあるかもしれないですけれども，市営住宅に関してもです

ね，管理戸数の枠がありますので，どうなるかはわかりませんけども，もし

かしたら提案としてはあるのかもしれません。

（委員Ａ）

とりあえず，わかりました。
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（会長）

はい，ではその他いかがでしょうか。

委員Ｂ。

（委員Ｂ）

委員Ｂと申します。３ページ目の左側上段に街なかへの居住促進とありま

すよね。家賃の一部補助等により街なかへの居住を促進しますということで，

真ん中の方に４つ目，〇の４つ目ですね，都市構造再編集中支援事業の実施

ということで，これは街なかに住宅を促進するという考え方でよろしいんで

すか。

（都市計画課主査）

はい，こちらの都市構造再編集中支援事業の実施区域がですね，函館駅前

の交差点を中心としまして，約８００メートルの徒歩圏で設定しておりまし

て，その中に居住を誘導したいと考えてます。

国の補助事業なものですから，そのエリア内，ちょっと狭いエリア内に限

られてしまっているんですけども，行っている事業は函館駅前・大門地区で

の居住誘導を図るためのこととして設定しているところです。

（委員Ｂ）

それで，補助金というのは具体的にどのようになってますか。

（都市計画課主査）

こちらのエリア内で，土地と住宅を取得して住む方には上限２００万円の

補助金となっています。

（委員Ｂ）

街なかに集中させるための一つの方法と，それを優先する場合にですね，

土地と家屋を購入ということですから，土地を持っている方は家屋だけ建物
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だけ建てる場合には該当にならないということですよね。

（都市計画課主査）

はい，新たに土地と住宅を新たに購入して住まわれる方というのを対象に

しております。

（委員Ｂ）

わかりました。只，街なかに集中させるという意味からすると，たまたま

土地が最近手に入ったと，そういうことで，相続とかそういこと考えられま

すが，そういう場合はですね，土地は自分のものだから，該当にならないと

いうことになると思うんですよ。その件でいうと。ですからそういう意味で

は，上限２００万だけれども，例えば，土地を持っている方については半分

だとか，そういうふうにですね，柔軟に物事を考えていく必要があるのでは

ないかというふうに思うのですが，その辺はいかがですか。

（都市計画課長）

はい，今，委員Ｂの方からお話のあった内容なんですけども，そうですね，

今現在の制度としましては，土地と建物を購入しなければ補助がでないとい

う制度になっているんですけども，これから，今言われたようなことがです

ね，まあ，調査をしてみないとわからないところはあるのですけれども，制

度改正については，柔軟に対応していきたいなあと考えておりますので，今

後，考えさせていただきたいなあと思っています。

（委員Ｂ）

わかりました。目的ということをまず第一に考えたときには，その過程に

おいて柔軟に持っていくということが必要だと思いますので，国の制度云々

ということを先ほどおっしゃってましたけども，それはやっぱり自治体から

そういう事情があるということをですね，やっぱり国の方に働きかけて制度

の改正をしていくというような取組をですね，ぜひお願いをしておきたいな

というふうに思います。以上です。
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（会長）

それではその他，いかがでしょうか。

はい，どうぞ。

（委員Ｃ）

委員Ｃでございます。よろしくお願いいたします。まず，始めにこの立地

適正化計画の検証なんですが，今後の進め方のところを先ほどご説明いただ

きましたが，今年度の末までに，５年目の検証を完了させると，こういうふ

うになっておりますけれども，この検証におけるこの都市計画審議会の役割

というのは，今日意見聴取ということになってますけども，役割というのは

一体なんで，例えば，その他にこの立適の検証にあたって，まだ意見を徴収

するような団体なりあるいは代表なりそういうものがある中の一つというこ

とになるのか。そうではなくて，ここだけで，検証を行うということなのか。

その辺のところは，まずどうなっているのでしょうか。

（都市計画課長）

ありがとうございます。立地適正化計画を策定するにあたって，都市計画

審議会の意見を聞くというのが法律で定まっておりますので，それに基づい

て，次，来年度策定する立地適正化計画の見直しにつきましては，もちろん

意見を聴取することになるんですけれども。

その前段になります，今回の見直し，検証ですね，検証につきましても，

同じ内容になるかなあと。

見直しするにあたって，それの事前の第一期目の検証をする，その検証す

るについてもご意見を聞きながら二期目に繋げていきたいという考え方を持

っておりますので，次の見直しにあたっての前段のことということで，今回

都市計画審議会にお諮りさせていただいているというところです。

この後，他の団体にという話なんですけども，今のところは，都市計画審

議会にお諮りするだけで，他の団体に，この検証についてお諮りするという

ことは考えておりません。
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（委員Ｃ）

それで，今日意見聴取ということで，公式の中でこうやってやらせていた

だいてますが，いろいろ申し上げたいこととか，確認したいこととかあるん

ですが，この一回で言い尽くせるのかどうかちょっとあまり自信がないんで

すが，例えば，意見書ですとか質問書ですとかそういった文書で提出をさせ

ていただくとかというようなことは，特にお考えなってらっしゃらない。

今日の意見聴取で終わらすという一応予定なんでしょうか。

（都市計画課長）

すみません。当初はその予定でおりましたけれども，今ご意見いただいた

ような，ボリュームも結構あるものですから，この場でご意見とかというも

のが出し切れないということであれば，後でご意見とかを文書でもいただけ

れば，それはもちろんこの検証の中で参考にさせていただきたいなあと考え

ております。

（委員Ｃ）

わかりました。それでは，今日この場では申し上げませんが，計画の目的

そのものについて一つ，意見というか，申し上げたいのですが，市街地のコ

ンパクト化を進めるという，そういうその目的で立地適正化計画があるわけ

ですけども，そのコンパクト化をしていくという一方で，その人口が郊外の

方に流出をするとかいうのがですね，立適上で，例えばダメだと，ダメと言

ったら変ですれども，居住誘導区域内に誘導していくんだと，それ以外は事

業の補助，例えば対象外だとか，そういうふうにいくと，例えば，近郊の自

治体に人口が流出するというようなことなんかが進んでいくと，反対に進ん

でいくという懸念があるんじゃないかというふうに思うんですね。私も産業

道路の北側にいますから，誘導区域外になるんですが，そういう方というの

は結構やっぱりたくさんいらっしゃるんで，それを中の方にといってもなか

なか難しさがあるなあと思うんですね。それからもう一つ，先ほど委員Ａ委

員のお話もあったのですが，市営住宅の話でも，大川団地が出来ました。こ

この中には居住誘導において有効だったというふうに書かれてはいるんです
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が，この大川団地の居住者というのは，ほぼ住み替えですよね。住み替え者

は全部居住誘導区域内にいた方が対象になっているんですから，そうすると

居住誘導区域内でこっちからあっちに移動しただけにならないんじゃないか

と，こういうような危惧が，疑問もあるものですから，その辺のところも表

現としてどういうふうにしていくのか。

それから，その公共施設ですが，亀田交流プラザですとか，あるいは棒二

森屋の跡地の再開発進めようとしているけれども，こういったものも新たな

施設は確かにできますが，亀田交流プラザもそうですが，５つの施設が統合

されて亀田交流プラザになりましたから，亀田公民館だとか亀田青少年会館

とか，美原地区は良いにしても他の地域にあったものが廃止になっていくわ

けですから，その地域もやっぱり居住誘導区域やあるいは都市機能誘導区域

内にある施設ですから，その辺のところが反対に，ある地域の空洞化を進め

るということにも繋がっていくのではないかなあと。大門も同じようにいく

つかの公共施設を再編統合するということになると既存の施設が地域の空洞

化が進んでいくとか，あるいは，そこにあった都市機能が消えていくとかい

うことに繋がるんでないかなあという，その辺の危惧というか，もう一方で

あるということで，その辺のところがやっぱり，しっかりこの計画の中でで

すね，位置付けるというか，あるいは考えているというのが必要ではないか

と思うんです。

（都市計画課長）

ご意見，ありがとうございます。最後の都市機能の施設の話になりますと，

都市建設部だけではなくて，庁内各部局が所管している施設にもなりますの

で，その辺は慎重に対応するようにして，この立地適正化計画の中でも対応

については盛り込んでいきたいと思います。

ありがとうございます。

（委員Ｃ）

すみません。少し色々あるもんですから，もしよろしければ，後ほどまた，

意見書みたいな形で提出させていただきたいと思います。
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（会長）

それではその他，いかがでしょうか。

委員Ｂ。

（委員Ｂ）

委員Ｃともちょっと被さるんですけれども，その適正化計画ですね，計画

が２０１８年から２０３０年ということで，今中間ということでございます

けれども，２の適正化計画の１，２，３，４，居住誘導区域ということで，

居住を誘導しとありますが，今の段階で２０１８年から今まででの中で，こ

れ実績ってのはあるんでしょうか。どの様に捉えてますか。

（都市計画課長）

ありがとうございます。今回の５年目検証につきましては，２０１８年に

策定してから，目標年次２０３０年と設定していますので将来的にはこの人

口密度にしていきたいということで考えておりますが，先ほどご説明したと

おり，５番目の目標値の達成状況のところで１ページ目ですね，５番目のと

ころで，令和２年の直近の国勢調査の実績でいきますと，将来的に４５人の

目標値のところをヘクタールあたり４７人に今の段階ではなるというような

数値は出してはいるんですけども，具体的に中がどうなっているかというと

ころにつきましては，まだ数字的にちょっと押さえていないところもありま

すので，今ご指摘あった部分につきましても最終的な，３月に報告をまとめ

る際までには調整をして参りたいと考えております。

（委員Ｂ）

この計画が２０３０年を目的とするとしても，実態としてですね，これで

終わるわけではないと思うんですよね。おそらく，相当，スパン，世代を超

えてこういう方向性に持っていくというふうに考えないとですね。あの，車

を取り換えるというような，そういう状況でございませんから，その辺をど

う抑えて，どう具体的にしてくのか，その辺の視点がですね，なかなか見え

ないので，是非ですね，教えていただきたいと。つまり，この具体的に，建
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物を内の中に，産業道路の内側の方に持っていくということですから，それ

は相当やっぱり，大変な作業だと思うんですよ。そこをどう抑えて，どう具

体的に進めていくかというのが，なかなか見えないので，教えてください。

（都市計画課長）

今２０３０年を将来の目標にしていますのは，今現在これの上位計画であ

ります都市計画マスタープランを作っておりまして，その目標年次が2030年

となっております。

その数字に併せて，今設定をしているところでありますので，今現在，都

市計画マスタープランにつきましても，随時，計画変更をするということで，

今手続きをはじめておりますので，都市計画マスタープランの変更に併せま

して，将来，また立地適正化計画をどの程度の人口密度にしていくかという

ものも併せてですね，検討してくことになりますので。

今現在は現在の都市計画マスタープランに併せた数字設定になっておりま

すので，次のマスタープランの見直しの段階で新たな設定を考えていきたい

なあと考えております。

（委員Ｂ）

あのぼやっとしか，受け止められないんですよ。

つまり，この，最初に申し上げましたけども，南側の区域に指定した，具

体的にこの計画の中で，実績何件ありましたかとか，そういう数字が欲し

いんですよ。

今は言葉で，ババっと言っているわけですから，受け止められないんで

すよ。その辺のとこはどう考えていますか

（都市計画課長）

ありがとうございます。その辺の数値につきましても，今回中間報告とい

うことで報告させていただいておりますので申し訳ありませんが，次の３月

までの間にその辺につきましても検証させていただいて，次の機会に報告さ

せていただけたらと考えております。よろしくお願いいたします。
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（会長）

それではその他，いかがでしょうか。

委員Ｄ。

（委員Ｄ）

私，この計画，最初のところのですね，目指す都市像のところの，歩いて

暮らせるコンパクトなまちを目指すというところに向かっていくという計画

の中で，この歩いて暮らせるコンパクトなまちに近づいて行っているのかな

あというのがすごく自分の中で不思議に思っているところで。

学校が統廃合されて建物がなくなることで，防災の観点からすると避難所

がなくなってしまっていて，住んている方，高齢の方が，もしも災害があっ

て避難所に自分が行かなければならなくなった時に，その避難所まで歩いて

たどり着ける自信がないとおっしゃる方が今ものすごく増えてきているのが

現状なので，その辺のことも災害対策も併せて，ちょっと計画，考えていた

だきたいなあというふうに思っているのと，前の会議の時にも私お話させて

いただいたんですが，棒二の跡地の開発を今進めていて，そこにいろんな機

関を集約させるという方向でとの話なのですけども，あの場所自体が，ハザ

ードマップ上非常に浸水危険区域に指定されていて，私からすると，なぜそ

こに人を集めるような施設を集約させなければないのかなあと。

基本的にすごく不思議に思っていましたので，もう少しこれから，高齢化

が進んで行って，元気でどこにでも歩いていける人ばかりのまちではなくな

ってしまうにもかかわらず，避難する時に大変困難を極めるような方たちに

よって果たして，函館の住みよいまちづくりに繋がっていくのかなあという

ところをもう少しちょっと検討していいただきたいなあというふうに思って

いますのでよろしくお願いします。

（都市計画課長）

ありがとうございます。今，委員Ｄから話ありました，防災ですとか避難

の件につきましては，実は来年度，見直しを検討しております立地適正化計

画の中に，国からもですね，防災指針という形で，まちづくりをする中で防
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災という観点をもうちょっと盛り込めというような指示も来ておりますので，

その辺につきましても市の防災担当の方とも協議しながら，どういう形で盛

り込んでいけるか，検討しながら進めていきたいなあと考えております。

（会長）

ありがとうございます。

そのほかいかがでしょうか。

よろしいでしょうか。

それではここまで意見を伺いました。

函館市立地適正化計画の５年目検証の中間報告については，各委員からご

意見等がありました。また，意見書などの採用と併せて市は検討のうえ，検

証を進めるようお願いいたします。

では，これをもちまして，本日の議案の審議を終了いたします。

……………………………… ３ その他 ………………………………

（会長）

続きまして，会議次第の３番目のその他に入ることといたします。

内容につきましては，都市計画決定に係る報告となっております。

それでは，お願いいたします。

（都市計画課長）

報告といたしましては，令和３年８月５日に開催をいたしました本審議会

においてご審議いただきました函館圏都市計画区域区分および臨港地区の変

更につきましては，北海道へ案の申し出を行い，令和４年３月２５日に決定

し，同日付で北海道公告が行われております。

また，令和４年２月２日から１０日に書面により開催をいたしました本審

議会においてご審議いただきました用途地域，防火および準防火地域，下水

道および都市計画道路の変更につきましては，令和４年３月２５日に決定し，
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同日付けで函館市告示を行っております。

報告事項は以上でございます。

なお，次回の開催は令和５年３月頃を予定しておりますのでよろしくお願

いいたします。

…………………………… ４ 閉 会 ………………………………

（会長）

それでは，これをもちまして，

令和４年第２回函館市都市計画審議会を閉会いたします。


